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今後の原子力機構の在り方に関する基本的考え方について

国立研究開発法人の「研究開発成果の最大化」とは、国民経済の健全な発展その他の公益に資する研究開発成果
の創出を国全体として「最大化」することである。（研究開発成果の最大化に向けた国立研究開発法人の中長期
目標の策定及び評価に関する指針（総合科学技術イノベーション会議（H26.7））

原子力分野における我が国唯一の国立研究開発法人として、取り巻く状況の変化を踏まえ、研究開発成果の創出を
国全体として「最大化」するために、原子力機構はどのように変革すべきか

状況の変化

問題提起

原子力研究開発の潮流
・各国で多様な原子力イノベーション
推進に向けた取組が活発化

・我が国ではNEXIPイニシアティブの動き
・2050年カーボンニュートラルの必要性

検討事項
○原子力機構が取り組むべき業務は何か
例えば以下のような業務を実施しているが、
何を主要業務として位置付けるか
・新型炉、核燃料サイクル研究開発
・基礎・応用研究、安全研究
・バックエンド対策（廃止措置含む） 等

○原子力の研究開発利用の基盤として、産業
界や大学等と連携し、研究開発・人材育成
に貢献する機能は何か

原子力の研究開発・人材育成基盤の
ぜい弱化
・試験研究炉の減少
・原子力関係学科・科目の減少や教
員の不足

○産業界や大学と連携し、戦略性を
もった機動的な研究開発を進める
ために機構はどのような取組を行
うべきか

○我が国全体の原子力の研究開発・
人材育成の基盤を支える観点から
機構はどのような役割を果たすべ
きか

・プラットフォーム機能の
具体的検討

・横断的なマネジメントを
可能とする組織体制

研究開発モデルの変化
・幅広い分野の知見を結集
・デジタルトランスフォーメーション
（ＤＸ）

・オープンイノベーション
「プラットフォーム」としての
国研の機能の重要性の拡大

個々の大学や研究機関による対応
の限界

民間ニーズを踏まえた研究開発の
重要性の拡大

・研究開発業務における、
機構のミッションや目標の
再定義

・着実かつ効率的な廃止措置

（参考）原子力機構は、将来ビジョン「JAEA2050＋」を令和元年12月に策定

※第４回原子力研究開発・基盤・人材作業部会（R2. 9. 2）を一部改変
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原子力機構の在り方の検討に関連する政策動向

１．カーボンニュートラル宣言
○令和２年10月に、2050年カーボンニュートラルを目指すことを、菅首相が宣言
○同年12月には「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」がとりまとめられ、
原子力についても革新的技術の原子力イノベーションに向けた研究開発の必要性等が明記

２．エネルギー基本計画の改定に関する検討
○経済産業省総合資源エネルギー調査会において、次期エネルギー基本計画に関して議論
○原子力についても、同調査会に設置された原子力小委員会の場で、
・安全性の追求 ・立地地域との共生 ・持続的なバックエンドシステムの確立
・事業性の向上 ・人材・技術・産業基盤の維持・強化、イノベーションの推進
の観点から、原子力政策の課題と対応の方向性について議論

３．第６期科学技術・イノベーション基本計画の策定（令和３年３月）
○Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策として、以下が明記
・国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会への変革
・サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出
・地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続なイノベーションの推進 等

・知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化
・新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進） 等

・一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実現する教育・人材育成

原子力機構の政策的位置付けについて、関連する政府のエネルギー政策と、科学技術・
イノベーション政策に関する最近の動向は以下の通り
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原子力機構に対するステークホルダーからのニーズ①
原子力研究開発・基盤・人材作業部会において以下のステークホルダーからヒアリングを
行う等、原子力機構に対する各種ニーズを整理
・電気事業連合会（電気事業者） ・日本電機工業会（原子力メーカー）
・日本原子力産業協会（原子力業界全体）・日本原子力学会（アカデミア）
・原子力規制庁（規制機関）

１．原子力機構として取り組むべき研究開発等の業務に関する主なニーズ
①福島第一原子力発電所の廃炉に関する基礎基盤研究
○廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）を中核とした、燃料デブリ取り出しに向けた
研究開発、放射線核種分析、東京電力等との連携の推進

②軽水炉の安全性向上や長期利用に係る研究開発
○事故耐性燃料に関する研究開発 ○長期運転に伴う高経年材料評価
○燃料の高燃焼度化に関する研究開発

③新型炉に係る研究開発
○高速炉に関する研究開発
・高速炉サイクルを実用化していくための技術基盤整備として、燃料・材料開発、技術
基準類の整備や安全研究、安全基準類の整備等の取組
・「もんじゅ」の成果の共有・活用や、常陽の運転再開による成果創出、大型ナトリウ
ム試験施設における試験
・日米・日仏協力等の中心的役割
・高速炉の燃料製造や使用済燃料の再処理技術等の研究開発

研究
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１．原子力機構として取り組むべき業務に関する主なニーズ
③新型炉に係る研究開発（前頁の続き）
○高温ガス炉に関する研究開発
・安全性実証試験等のデータ拡充 ・規格基準類の整備
・CO2フリーの水素製造法の確立 ・海外協力プロジェクトの先導

○新型炉全体として、導入にあたっての規制検討（海外事例調査、国内適用検討）

④核燃料サイクル及び放射性廃棄物の処理処分に係る研究開発
○使用済MOX燃料、使用済高燃焼度燃料の再処理に関する研究開発
○MOX燃料製造研究開発
○低レベル放射性廃棄物の処分に関する研究開発（各種データの整備・拡充等）
○高レベル放射性廃棄物の地層処分に関する研究開発 等

⑤他機関では実施出来ない原子力分野の基礎基盤研究の実施
○放射性物質や核燃料等を用いた実験研究
○DX研究の技術力向上、システム・ハードの機能試験をサポートするシミュレーション技
術の研究開発、核データライブラリの整備

原子力機構に対するステークホルダーからのニーズ②
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２．産業界や大学等と連携して研究開発や人材育成に貢献する機能に関する主なニーズ
①大学や産業界では維持出来ない大型研究施設の維持管理と供用
○可能な限り多くの施設の外部利用化、利用形態に応じた適切な使用料設定、使い勝手の
良いシステムの構築

○インフラの相互利用・海外施設利用の窓口機能など国際連携の取組
○照射試験炉に関するニーズへの対応（海外施設の供用促進、常陽の運転再開、JMTRの
後継に関する在り方検討等）

○試験研究炉を活用したＲＩ製造・供給

②原子力機構が有する知識基盤等の整備・共同利用
○安全設計コードなど、国内デジタル基盤の整備・維持と共同利用
○各種試験データ、解析コード、保有技術等のデータベース化や外部への提供

③大学や産業界と連携した人材育成の継続的推進
○研究生受入れにあたってのテーマ設定の柔軟化、大学のみならず産業界からの受入れ
○産官学が共通の課題について、協力・連携して人材育成・研究開発を図る仕組み

④六ケ所再処理工場やMOX燃料工場の竣工、円滑な操業に向けた日本原燃との連携強化

⑤原子力安全規制に対する支援

３．その他のニーズ
①研究施設等放射性廃棄物の処分に向けた着実な取組

原子力機構に対するステークホルダーからのニーズ③
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（参考）現行の原子力機構の中長期目標の柱立て

Ⅰ.政策体系における法人の位置付け及び役割
Ⅱ.中長期目標の期間

Ⅲ．安全を最優先とした業務運営に関する事項
1．安全確保に関する事項
2．核セキュリティ等に関する事項

Ⅳ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項
1．東京電力福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発
2．原子力安全規制行政等への技術的支援及びそのための安全研究
3．原子力の安全性向上のための研究開発等及び核不拡散・核セキュリティに資する活動
4．原子力の基礎基盤研究と人材育成
5．高速炉・新型炉の研究開発
6．核燃料サイクルに係る再処理、燃料製造及び放射性廃棄物の処理処分に関する研究開発等
7．敦賀地区の原子力施設の廃止措置実証のための活動
8．産学官との連携強化と社会からの信頼の確保のための活動

Ⅴ．業務運営の効率化に関する事項
Ⅵ．財務内容の改善に関する事項
Ⅶ．その他業務運営に関する重要事項
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